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不適切な会計処理の再発防止策及び改善計画のご報告について 

 

当社では、今般発生致しました不適切な会計処理に関し、平成25年6月11日付「改善委員会設置に

関するお知らせ」で公表致しました通り、改善委員会を設置し再発防止に向け今後の経営体制及び管理

体制の改善に取り組んでおります。 

同委員会より、再発防止策並びに改善計画の提出があり、本日の取締役会で承認されましたので、そ

の内容の概要についてご報告致します。 

 

１． 第三者委員会の「 終報告書」記載の再発防止策 

 第三者委員会より提言頂いた再発防止策は、下記の通りです。 

（１） コンプライアンス意識及びリスク管理意識の徹底 

（２） 役員の監視機能の強化 

（３） 内部統制の見通し及び統制意識の向上 

（４） 会計に対する意識改革 

（５） 内部監査の改善・強化 

（６） 内部通報制度の周知 

（７） 上場会社としての健全な企業風土の醸成 

 

２． 再発防止策の策定 

当社は、第三者委員会のご指摘を真摯に受け止め改善委員会で検討を行った結果、下記のような再

発防止策を実施してまいることと致します。 

① 組織・体制の強化 
（１） 業務管理部門の再編・強化（4月～7月に導入） 

今回の不適切な会計処理の原因の一つに、内部統制上の牽制が営業部門内だけで完結して

いたことがありました。そこで、従来からあった業務管理部門を強化し営業部門から独立し

たチェック・指導部門として再編致しました。 
具体的な要員配置と致しましては、従前は、他部門と兼務の管理職 1 名と他部門と兼務の

担当者 2 名の合計 3 名で業務を行っておりましたが、今後は、専任の管理職 2 名と専任の担

当者2名の4名体制と致します。 
当該部門が担当する具体的な業務は以下の通りです 
・売上計上における証憑との照合 
・仕掛品計上における証憑との照合及び不適切な仕掛品計上の防止 
・売掛金回収遅延年齢表の作成 
・見積・受注に係る決裁者の的確な判断サポートのためのスタッフ機能 
・取締役相互の監視機能が有効に機能するために必要な経営管理資料の作成等のスタッフ

機能 

m-miyata
新規スタンプ

m-miyata
新規スタンプ



（２） 経理部門の再編・強化（4月） 
経理部門の人員を増員し、経理部門の処理能力を強化するとともに内部統制を充実させ、

経理業務の正確性を確保し、更に財務情報の分析等を強化し、不適切な会計処理を発生時に

是正できる体制を整えます。 
具体的な要員配置と致しましては、従前は専任の管理職 1 名と専任の担当者１名の合計 2

名体制でしたが、今後は、専任の管理職2名と専任の担当者2名の合計4名体制と致します。 
（３） 総務部門の強化（4月） 

 総務部門の人員を増強し、適切な内部統制の充実を図ります。 
 具体的な体制と致しましては、従前は、管理職を含め専任者6名が従事しておりましたが、

新たに2名を関連会社より増員し、専任者合計8名体制と致します。 
（４） 締め後売上の廃止 

当社の事業内容では、適正な締め後売上の計上は、 大でも２千万円程度であり、これに

相当する利益は数百万円程度であります。また、この売上は毎月の洗い替えによって計上さ

れるものであり、毎月同程度の金額が計上されます。当該処理の重要性と事務処理負担を考

慮し、今回の不適切な会計処理の要因となりました当該会計処理を廃止することとしました。 
また、売掛金の未回収に係る年齢表を作成し、売掛金の回収状況が適切に管理できる体制

を整えるとともに、この情報を取締役会に提出致します。 
（５） 工事進行基準の厳格運用 

5月より4月に遡及して適用を暫定的に廃止しておりましたが、第１四半期決算よりソフト

ウェア会計基準による適用条件を厳格に適用し、運用を再開致します。 
（６） 見積・受注行為の承認フローの変更（7月より実施予定） 

 従前は、拠点責任者の専決決裁事項でありました見積、受注についての承認権限を、案件

の内容によって、段階的に承認者をより上位のものとし、 上位段階では社長を決裁者とす

る権限規程に改訂致します。 
（７） プロジェクト収支管理の強化（4月より導入済み） 

 従前は、プロジェクト毎の収支管理が不十分であり、内部統制上（プロジェクト収支管理、

不採算プロジェクト管理等に対する統制）問題がありましたが、今後はプロジェクト毎の統

一的な収支管理表を作成し、当該管理を強化してまいります。 
（８） 職務権限の詳細明確化（6月より実施） 

 決裁権限者を具体的な案件毎に明示した表を作成し、万一決裁権限違反が発生した場合、

違反していることが、社内の誰にでもわかるよう決裁権限の明確化を図ります。 
 

② 役員の監視機能の強化 
（１） 取締役会の活性化（5月に一部導入済み。今後も継続検討） 

 取締役相互の監視には、各取締役の業務内容が取締役会において適時、適切に報告される

ことが不可欠ですので、取締役会に報告する資料の見直しを行い、また、追加を行いました。 
今後も継続して有効な説明資料のあり方について話し合い、取締役会が有効に機能し、活

発な議論の場となるように不断の取り組みを致して参ります。 
また、今回の不祥事を受け、経理的観点の強化の必要から、改善委員会の一員である当社

顧問（公認会計士）が取締役会に参加します。更に加えて、経理部長の参加も求めます。 
 

 
③ コンプライアンス意識、内部統制意識の向上とこれらにかかる知識の周知徹底 

（１） 役員研修（6月より順次実施中） 
1回あたり1時間から2時間の研修を、合計8回程度実施する予定です。 
内容は、主として、取締役及び監査役として必要な法律的事項・会計的事項及び法令順守

にかかる事項を、当社顧問である公認会計士や親会社所属の法務担当幹部並びに外部の専門

家を講師として実施致します。 



（２） 社員研修（6月より順次実施中） 
1回あたり40分から1時間程度の研修を、合計6回程度実施する予定です。 
内容は、コンプライアンスの基本事項、会計の一般原則、収益・費用の認識ルール、財務

諸表の基礎的な考え方等を、当社顧問である公認会計士、親会社所属の法務担当幹部並びに

当社幹部を講師として実施致します。 
（３） 内部通報制度の周知徹底（6月より実施） 

 当該制度の周知徹底をはかるため、四半期に一度以上の頻度で従業員に十分に周知徹底す

るとともに、常時携帯できるカードを作成して配布致します。 
（４） 社員へのアンケートの実施（6月より実施） 

周囲でコンプライアンスに反する行為がないか、半期に一度全社員にアンケートを実施し

て、確認を致します。 
（５） 勤務表の管理の適正化（6月勤務報告分より実施） 

 今回の事案では、勤務表の改ざんが行われておりました。勤務表は、会計上・人事上重要

な証憑の一つであるとともに、顧客への請求根拠ともなるものであることから、記載事項を

修正する場合は本人に限るというルールを厳格に運用し、勤務表を適切に管理致します。 
 

④ 内部監査の強化 

（１）内部監査体制の見直し（6月～9月） 

内部監査室長に、公認会計士資格をもつ当社顧問が就任します。 

加えて、従来内部監査室には専任スタッフがおりませんでしたが、1名担当者を配属致しま

す。 

また、内部監査が形式に流れ実効性を伴っていないとのご指摘を頂いておりますので、今

後は業務監査の要素も取り入れ、特に上記対応策が適切に実行されているかを重点的に検証

していくことと致します。 

（２） 内部監査結果の報告（7月より実施） 

 内部監査の結果につきましては取締役会に報告し、取締役並びに監査役に適切に監査結果 

を知らしめる体制と致します。 

（３） 内部監査の概略スケジュール 

 会社全体の概況把握（６月末まで） 
 詳細計画作成（６月末まで。なお、監査の実施過程において適時見直しを致します。） 
 重点部門現状確認 

現状の業務フローの確認及び不十分な箇所の指摘、改善提案 
なお、随時、指摘、改善個所の改善状況の確認を行います。 

1. 事業部門及び業務管理部門の監査（７月中） 
2. 経理部門、人事総務部門の監査（７月中） 
3. 事業部門の要改善個所の改善状況の検証（８月） 
4. 経理部門、人事総務部門の要改善個所の改善状況の検証（８月） 

経理部門については、第１四半期の決算に係る内部統制を含みます。 
5. ８月に実施した要改善個所の改善状況の再確認（９月） 
6. 各拠点監査（９月） 
7. 子会社監査（９月） 

 １０月以降については、９月までの状況を踏まえ、重点監査ポイントの見直しを行い、  
 計画の見直しを行います。 
 上記①～③の改善策についての実施状況につきましては、上記の内部監査のなかで、 
順次確認をしてまいります。 

        

以 上 


